様式１

令和　　年　　月　　日

神 戸 市 長　　宛
	法人所在地
	

	法人名
	

	代表者職・氏名
	



神戸市指定障害福祉サービス事業者等に対する運営指導業務
公募型プロポーザル企画提案書等審査書類の提出


神戸市指定障害福祉サービス事業者等に対する運営指導業務の公募型プロポーザルについて、資料を添えて企画提案書等審査書類を提出いたします。
また、提出書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

１　企画提案書等審査書類
☐ ① 企画提案書等審査書類確認書　　様式１
☐ ② 参加資格確認書（誓約書）　　　様式２
☐ ③ 法人の概要　　　　　　　　　　様式３
☐ ④ 法人役員名簿　　　　　　　　　様式４
☐ ⑤ 定款
☐ ⑥ 法人の登記簿謄本又は登記事項証明書（履歴事項全部証明書、参加申請日から３か月以内に発行されたもの）
☐ ⑦ 法人税・消費税及び地方消費税に未納税がない証明書、法人市民税並びに固定資産税の納税証明書又は理由書（参加申請日から３か月以内に発行されたもの）
☐ ⑧ 事業報告書
☐ ⑨ 直近３年間の貸借対照表、損益計算書（事業活動収支計算表）
　　　　※連結分が作成されている場合は連結分。
☐ ⑩ 事業計画書、収支予算書
☐ ⑪ 就業規則
☐ ⑫ 法人の概要が分かるパンフレット、地方公共団体との取引状況が分かる資料（令和５年度・令和６年度）等（グループ企業がある場合は、グループ全体が分かる資料）
☐ ⑬ 見積書（任意様式）
☐ ⑭ 企画提案書（一式）　　様式５　～ 様式10
☐ ⑮ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第11条の２第１項及び児童福祉法第57条の３の４第１項に規定する指定事務受託法人の指定を兵庫県から受けていることが確認できる資料。令和８年１月27日までに指定を受ける見込みである場合は、当該指定申請書（写し）及び経緯を記載した資料

２　連絡先
	担当部署名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	E-Mail
	



様式２
令和　　年　　月　　日

神 戸 市 長　宛
申請者	所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法 人 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
[bookmark: _GoBack]
参加資格確認書（誓約書）

貴市における神戸市指定障害福祉サービス事業者等に対する運営指導業務に係る公募型プロポーザルの参加資格について、次に掲げる事項に相違ないことを誓約します。相違があった場合は、公募型プロポーザル参加資格を取り消されても異議申し立てを行いません。

記

（１）法人格を有していること。
（２）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第11条の２第１項及び児童福祉法第57条の３の４第１項に規定する指定事務受託法人の指定を現に受けていること又は令和８年１月27日までに受ける見込みであること。
（３）地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しないものであること
（４）参加申請時において、引き続いて１年以上営業等をおこなっており、かつ、次に掲げるものを滞納していないこと。
・法人税、消費税、地方消費税（神戸市内に法人本部または事業所を設置している場合は加えて）神戸市内事業所等の法人市民税及び固定資産税
（５）会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく更生手続き又は再生手続きを行っている者でないこと。
（６）企画提案時において、神戸市指名停止基準要綱に基づく指名停止を受けていないこと。
（７）神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱に基づく除外措置を受けていないこと。
（８）直近５年間に、法人運営に関し、神戸市内外を問わず、国・都道府県・市町村からの改善命令や効力停止、取消し等の処分を受けていないこと（上記（６）を除く）。
（９）直近５年間に、本市又は他都市から運営指導（訪問調査等）業務を受託している場合、契約に基づく内容を履行できていること。
（10）訪問調査に従事する者は、障害福祉サービス事業者等での従事経験がある者又は関連法に係る行政経験のある者など、相当の知識及び経験を有する者等を配置すること。
（11）直近５年間に、訪問調査の対象となる事業所と利益相反関係にならないこと。
①企画提案者（法人）が、直近５年間に経営又は運営に携わったことのある訪問調査対象事業所がある場合、企画提案者は事前に市に申し出ること。
②訪問調査に従事する者が、直近５年間勤務したことのある訪問調査対象事業所がある場合、企画提案者は事前に市に申し出ること。

様式３

法人の概要


令和　　年　　月　　日現在
	フリガナ
	

	法人の名称
	

	代表者氏名
	

	法人の所在地
	〒

	設立年月日
	明治・大正
昭和・平成・令和
	年　　　月　　　日

	役員数
	　　　　人　　　　　

	法人の沿革
及　　び
主な事業内容
	

別添資料【　有　・　無　】

	法人が雇用する
職員数
	

　　　　　　　　　　　　　　　　　　人　　　　　


	その他特記事項
	







様式４

法人役員名簿


令和　　年　　月　　日現在
	役職名
	ふりがな
氏　名
	生年月日
	他の法人・団体を兼任している場合

	
	
	
	法人・団体名
	役職名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※記入欄が不足する場合は適宜追加して差支えありません。
